
1 

 

 令 和 ８ 年 第 １ 回 臨 時 会 

 令和７年度補正予算（案）の概要 

 

  第１回臨時会では、国の補正予算による交付金等を活用し、物価高騰によ

る負担感が大きい子育て世帯及び低所得世帯の生活を迅速に支援するため、

「物価高対応子育て応援手当支給事業費」、「所得割非課税世帯向け物価高騰

支援給付金給付事業費」を計上したほか、ふるさと納税の寄附件数増に伴う

返礼品発送経費を増額するなど、所要の補正を計上しました。 

 

【補正予算の主な内容】 

◆ 一般会計 

◇ 国の令和７年度補正関連予算 

≪物価高対応子育て応援手当支給事業≫ 

物価高対応子育て応援手当支給事業費【繰越明許費】 

２億２，６００万円        

（繰越明許費 2億 2,600 万円） 

物価高騰の影響を強く受ける子育て世帯に対し、対象となる子ども１人当たり２

万円をプッシュ型で支給 

口座情報が不明等、申請が必要な世帯には、申請受付後に支給 

 
 

≪「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」活用事業（推奨事業メニュー分）≫ 

物価高対応子育て応援手当支給事業費（市上乗せ分）【繰越明許費】 

５，０００万円      

（繰越明許費 5,000 万円） 

物価高対応子育て応援手当の支給を受ける子育て世帯への追加支援を目的に、 

市独自に、子ども１人当たり５千円を上乗せしてプッシュ型で支給 

 

 参考：令和８年度当初予算分（500 万円）を含め、総額 5,500 万円（対象 11,000 人） 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計 ８億８，０９０万８千円 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 ２，３００万円 

給付対象：児童手当対象児童を養育する父母等 

対象児童：平成１９年４月２日から令和８年３月３１日までに 

出生した子ども 

対象人数：１１，０００人 

初回支給予定：令和８年２月下旬 

給付対象・対象児童：物価高対応子育て応援手当支給事業費に同じ 

対象人数：１０，０００人 

初回支給予定：令和８年２月下旬 
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おたるプレミアム付商品券事業費【債務負担】 

―          

（債務負担 8年度 4億 500 万円） 

市内全業種を対象とした商品券事業により物価高騰の影響を受けている市民の消

費を下支え 

 
 

 

所得割非課税世帯向け物価高騰支援給付金給付事業費【繰越明許費】 

４億３，２９０万８千円      

（繰越明許費 4億 3,290 万 8 千円） 

物価高騰の影響を特に強く受ける低所得世帯に対し、対象一世帯当たり２万円を 

プッシュ型で給付 

口座情報が不明等、申請が必要な世帯には、申請受付後に給付予定 

 

 参考：令和８年度当初予算分（1 億 4,749 万 2 千円）を含め、総額 5 億 8,040 万円（対象 26,500 世帯） 

 

   

 

◇ その他の補正予算 

ふるさと納税関係経費（新年度計上分）         ４，９００万円 

（当初）1億 9,260 万円→（補正後）2億 4,160 万円 

ふるさと納税の件数増に伴う返礼品発送経費等の増 

 

 

（そ の 他） 

［積 立 金］寄附に伴う積立金                  １億円 

［繰 出 金］港湾整備事業特別会計への繰出金       ２，３００万円 

 

 

◆ 特別会計 

◇ 港湾整備事業特別会計 

 

管理経費                       ２，３００万円 

（当初）1億 3,580 万 9千円→（補正後）1億 5,880 万 9千円 

多目的荷役機械の故障に伴う復旧対応等による費用の増 

額面：７，０００円（販売価格５，０００円） 

発行部数：１６０，０００冊 

発行主体：市及び経済団体により組織する実行委員会 

使用期間：令和８年８月１日～令和９年１月４日 

給付対象：令和７年１２月１日時点で、小樽市に住民登録があり、世帯員

全員が令和７年度住民税所得割非課税である世帯 

対象世帯数：２０，０００世帯 

初回支給予定：令和８年３月中旬 


